














的問題であった｡ しかし最近10年間に画像認識, 運転, 翻訳が予測問題とし
て捉えられている｡ 予測が進化していくにつれてそれを利用するタスクの範
囲が広がるので, 新しいアプリケーションの適用範囲が増大している｡ なお
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中 田 善 啓
(１) McKinsey Company [2017].
オートメーションと人間
し, 大規模になると予想されており, これらの技術が世界中のタスクを変え
ると予測されている｡ (たとえば, Brynjolfsson & McAfee [2014], Boston
Consulting Group [2015], McKinsey [2017])｡ しかし最近の調査ではオート
メーションやその他の技術動向に関する懸念が高まり, その影響に関する広
範な懸念が明らかにされている (たとえば, Autor, Dorn, Katz, Patterson, and


















Brynjolfsson and McAfee [2014] はこれをファーストマシン時代 (the first
machine age) とよんだ｡ かれらによれば現在はセカンドマシン時代 (the
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second machine age) に入り, コンピュータを中心とするデジタル化によっ
て環境を理解し制御する能力が進展し, 人間の肉体的能力から知的能力が中
心となった｡ デジタル技術はコンピュータハードウェア, ソフトウェア, お
よびネットワークを核とするデジタル技術の進歩であるが, これらの技術は
まったく新しいものではないが, 加速度的な進歩を遂げ, 現在人類は進化の



















































て自己位置推定や周囲のマッピングを行う SLAM (Simultaneous Localization
and Mapping) により AIやロボットが指数関数的な成長を遂げる｡ それらの
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(２) Brynjolfsson and McAfee [2014], chap. 2 (村井訳第２章).
(３) ロボット技術の進歩については, Boston Consulting Group [2015], McKinsey
[2017] を参照｡
(４) Brynjolfsson and McAfee [2014], chap. 3 (村井訳第３章).
(５) Brynjolfsson and McAfee [2014], p. 30 (村井訳 p. 87)
変化は当初小さいが, ある時点から急速に変化する｡
コンピュータ技術の指数関数的な高成長は AIとロボットの飛躍的発展と
なって, 人間の労働を変える｡ 自然言語処理, 機械学習はコンピュータへの
データが増えれば増えるほど, コンピュータが自己学習して改善する｡ さら






























フォンにはプロセッサ, センサ, および送受信信機が搭載され, ムーアの法
則と指数関数的な技術進歩によりコストが大幅に下がり, 全世界で利用され














コミュニケーションで M2M (machine-to-machine) が利用されているので,
データの共有が行われる｡ したがって, デジタル情報はビッグデータとなる｡
このようにデジタル化はわれわれの知識を増やし, 理解を深め, 集合知
(collective wisdom) を高める｡ その結果われわれは将来を予測したり, 過
去を知ることができるようになった｡ さらには仮説の検証が容易になり, 科
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(７) Brynjolfsson and McAfee [2014], chap. 5 (村井訳第５章).











生み出した｡ AI, 機械学習 (machine learnig), および関連する新技術のよ
り重要な経済効果は汎用技術の特性をもち, これらと補完的なイノベーショ
ンを創発している｡ AI, 特に機械学習は補完的な技術革新を生み出すと予測
されている｡ 機械学習システムは予測, 自動運転, 診断などに利用可能であ
り, それが補完的技術のさらなるイノベーションを生み出す｡
近年の機械学習はディープラーニング (deep learning) と呼ばれるアプロー

























ゴリズムを利用しているが, 計算速度, データ保存, データ検索, センサ,
アルゴリズムの進歩により機械学習に基づく予測のコストが大幅に削減され,













甲南経営研究 第59巻第 2・3号 (2018.11)
29

































成長率 (図３の実線) は縦軸で, 1915年を100として表し年度は下の横軸,
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意思決定全体がアルゴリズム (例えば, 画像認識と自動運転) によって明
確に定義されているもサブタスクと正確な結果を記述することが困難なサブ
タスクに分解すると, 前者は予測コストが低下するので, 自動化が可能であ
るが, 後者の自動化には時間がかかる｡ AI技術が向上するにつれて, AIは
ますます人間の予測にとってかわる｡ 予測はオートメーションのインプット
であるが, タスクはデータ, 予測, 判断, およびアクションからなる｡ 現在
ところ機械学習は予測コストを下げながら, 予測の精度を上げている｡ セン
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(12) Agrawal, Gans and Goldfarb [2017].
要である｡ しかし AIは決定に至るプロセスはブラックボックスであり, さ
らには結果が不安定である｡ この状況で対象者が説明を求めた場合, どのよ
うに情報を公開するだろうか｡ マシンの予測能力が高まるにつれて, 管理者
の予測スキルは価値が低くなるが, 判断スキル (指導能力, 感情サポート能
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(14) Lakhani and Panetta [2007]).
(15) Brynjolfsson and McAfee [2014], chap. 5 (村井訳第５章).















｡ Autor et. al. [2017] によれば, 1982年
から2012年にかけて, ４桁の業種における上位４社のシェアは製造業で4.5






















(17) Brynjolfsson, Rock, and Syverson [2017].
























































(21) 勝者総取り市場については Frank and Cook [1995], 中田 [2002] 第７章を参
照｡













































パフォーマンスに影響を与える｡ Brynjolfsson and McElheran [2016] はデー











(22) 中田 [2013] 第３章を参照｡















統合, 通信にかかるコストが低くなる, しかし, これらの変化を利用するた
めには, 企業は資本投資を行う必要がある｡
新規または非常に変化する生産プロセスを持つ企業は初期の段階ではプロ


































(24) ある一連の行動の中で, １つの活動水準を高めた場合, 他の各活動の限界収益
が高まる (少なくとも低下しない) ならば, この一連の活動は補完的である｡ この
補完性によって, 様々な活動の予測が可能になる｡ ある活動の水準を高めれば, そ
の活動と補完的な関係にある活動水準も高めることで, 利益は増大する｡ これは逆
に言うと補完的な関係にある活動を同時に高めなくてはいけないというデザイン属
性を発生させる｡ 補完性については Brynjolfsson and Milgrom [2013] を参照｡











一方ではこの転移効果を相殺する対抗効果 (countervailing effects) があ
る｡ 第１に低コストの機械を人間の労働に置き換えることは生産性効果を生











業革命では人間から機械の代替による転移効果は工場作業, 工学, 修理, バッ
クオフィス, 管理, 財務, 販売などの新たなタスクを生み出し, 雇用を創出
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サービス, 利便性を高めた｡ 技術進歩は豊かさをもたらし, 多くの富がより
少ない労働から生み出し, 生産性を向上させた｡ 同時に所得の再配分に重大
な影響を与えた｡ 現在のところ転移効果が働いて, 労働力が従来のように必
















は高学歴者 (大学, 大学院卒) の賃金が上昇しているのに対し, それ以下の

















1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
所得中央値
(縦軸：1975年を100とした所得の成長率)
(27) Brynjolfsson and McAfee [2014], p. 76 (村井訳 p. 218)
(28) Brynjolfsson and McAfee [2014], p. 77 (村井訳 p. 223)
技術がすべてのインプットに等しく作用しないで, タスクの違いが影響す





の推論が重視され, 工学的知識, 創造性, デザイン力などの高スキル労働の
需要が拡大し, 低スキル労働者の需要が減少した｡
情報通信技術は物的資本の所有者 (資本家) と労働者の所得配分を変化さ




































両者は乖離し, 労働生産性は上昇しているが, 雇用は伸び悩み, 低下するこ
























1952 (年)1957 1962 1967 1972 1977 1982 1987 1992 1997 2002 2007 2012
(29) Brynjolfsson and McAfee [2014], p. 82 (村井訳 p. 234)
(30) アメリカの所得上位者１％所得が GDPの22％を占め, 上位0.01％の所得が5.5
％を占めている｡
(31) Brynjolfsson and McAfee [2014], p. 94 (村井訳 p. 271).
ともみられる｡ 2012年には雇用はここ20年で最低で, 労働者の中央値は1990









お わ り に
転移効果が対抗効果を上回ると, イノベーションの果実はすべての人々に



















1977 1982 1987 1992 1997 2002 2007 2012(年)
た｡ オートメーションは多くのサービス産業において新しいタスクを創出し
なければ, 豊かな社会は実現しない｡ Airbndや Uber, Amazon Turkのよう




やすと同時に, 雇用の安定化, 所得の向上である｡ 生産性を上げるには労働
時間を増やすことではなく, その短縮である｡ 働き方改革は逆方向である｡
労働時間の短縮化が生産性を向上させる｡
最近森嶋通夫著 『なぜ日本は没落するか』 を再読した｡ これは1997年に発













るべきであった｡ しかし現実はすべて擬似的 (pseudo) 社会になっている｡
現在日本はデジタル化, オートメーションはアメリカや国の後塵を拝してい
る｡ その原因の１つは, 技術は学ぶが, その思考や行動パターンは依然とし
て変化していないことである｡ 高度成長期の日本のトップはすべて戦前の教
育ないしは過渡期の前半期の教育を受けた (教師はすべて戦前の教育を受け
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(32) 森嶋 [2016], p. 5.
(33) 森嶋 [2016], p. 6.
た) 人々だった｡ 1980年代末に戦後生まれの人々が企業に入ってきた｡
森嶋によれば, 教育が世代間の接合をスムースにするが, 日本は戦後自由




















ろか, 将来新しいイノベーションを生み出し, 対抗効果を大きくする｡ それ
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